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注 目 の 記 事

POINT 1

コロナ禍による消費者意識の変化

昨年来KPMGが実施している消費者パ
ルスサーベイによると、多くの消費者は
今後１年以上、COVID-19との長期的
な共存に向けて消費行動を変える必
要があると考えています。

POINT 2

小売業における信頼の獲得

コロナ禍により毀損した小売業の安心
と安全。オンライン販売は、今一度消
費者から信頼を獲得する非常に有用
な手段となり得ます。

POINT 3

競争優位性を発揮できるオンライ
ンビジネスモデルの選択

小売企業がオンラインでの売上向上を
実現するには、3つのオンラインビジネ
スモデルのなかから、自社の優位性を
発揮できるモデルを選択する必要があ
ります。

POINT 4

オンラインビジネス成功に向けた 
8つのケイパビリティ

コロナ禍の厳しい環境下において、小
売企業がオンラインで成功するために
は、必要となる8つの機能をどのように
獲得するかが重要となります。

コロナ禍において小売企業
が獲得すべき機能とは
－  コロナ禍における消費者意識のトレンド
調査より －

KPMGジャパン　

消費財・小売セクター

伊藤 勇次／統括パートナー

消費者の購買行動意識は、昨年来のコロナ禍によって大きく変化
しました。その影響は、緊急事態宣言に伴う外出自粛によって拡大

し、リアル店舗を持つ多くの小売企業は非常に厳しい業績となっています。
一方で、食品スーパーやドラッグストアをはじめとする一部の業態、オンラ
イン小売企業は業績を大きく伸ばしています。その結果、小売企業は勝ち
組と負け組とに分かれ始めています。
このコロナ禍において、小売企業はどのように既存のビジネスを見直し、
消費者の新しい生活様式に基づいたケイパビリティを獲得すべきでしょう
か。
本稿では、KPMGがグローバルの消費者に対して定期的に実施している
パルスサーベイの結果を基に考察します。

伊藤 勇次
Yuji_Ito
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Ⅰ

はじめに

2020年12月下旬までに行われた企業
各社の四半期決算発表によって、新型コ
ロナウィルス（以下、「COVID-19」という）の
影響が財務的にも明らかになりました。当
然のごとく、COVID-19の影響を受け、多
くの企業が非常に厳しい決算内容となっ
ています。特に、外食業、アパレル業、また
それらを事業ポートフォリオに持つ百貨店
やGMSなどリアル店舗を持つ小売企業
は、緊急事態宣言の発出以降、外出自粛
や行動制限に伴う消費活動減退に加え
て、企業自体も開店時間短縮・休業を余
儀なくされたことで非常に大きな痛手を受
けています。2021年1月以降、再び首都圏
を中心に緊急事態宣言が発せられたこと
もあり、2020年度の決算は引き続き厳し
い結果となることが予想されます。

2021年を迎え、小売企業はどのように
消費者と向き合い、事業を適応させ、推
進していくべきでしょうか。本トピックで
は「顧客が求める安心・安全」について、
KPMGが定期的に行っているCOVID-19

関連の消費者パルスサーベイの結果を基
に考察します。

Ⅱ

消費者パルスサーベイから見
えてきた4つの特徴

KPMGは、グローバルで60,000名以上
の消費者にコロナ禍における購買要因や
チャネルの相互作用、企業に対する信頼
など、消費活動に関するインタビューを継
続的に行い、COVID-19発生から現在ま
でのタイムリーな消費トレンドを追跡して
います （図表1参照）。ここでは、最新の消
費者パルスサーベイから4つの特徴をご報
告します。

1. 消費者はCOVID-19との長期的な共
存を予想

消費者は、このニューノーマルの状況
が今後も1年以上続くと予想しており、「個
人の安全」「消費の抑制」「デジタルシフ

ト」は日常化していくと考えています（図表2 

参照）。

2. 43％の消費者が経済的に困窮

43％の消費者が経済的に困窮、もしく

図表1 調査対象の国・地域

消費者ニーズ、行動、嗜好に対するCOVID-19の継続的な影響を理解するため、KPMGインターナショナル
は4ヵ月間にわたって12の国・地域で7,000名以上の消費者を対象に6回インタビューを行い、消費者パルス
サーベイを実施しました。COVID-19の発生が消費者の行動にどう影響するのか、そして企業にこれがどのよ
うな影響を与えるのか、各調査から判断していきます。
本エクゼクティブサマリーには、2020年5月29日から8月24日までの期間に実施した第1回から第5回の消費
者パルスサーベイに基づくデータが含まれています。

日本
香港、中国

カナダ、米国

オーストラリア

ブラジル

フランス、ドイツ、イタリア、スペイン、英国

図表2

最新の消費者パルスサーベイによると、消費者はニューノーマルの状況が1年以上続くと予想しており、前回
のレポートにおける基本的な発見事項は現在、日常の一部になっています。全体として、価値と便利さの両面
に対する基本的な消費者ニーズは、それぞれの国・地域の経済的な命運に結びついています。

消費者が自分の財政状態とコストパフォーマンス
ばかりに気を取られている状況は変わりません。

消費者は支出よりも、貯蓄と債務の返済を選
択するため、当面は購買を抑制するでしょう。

個人の安全が、消費者の行動、サプ
ライヤーの選択、チャンネルの活用
を変えています。

消費者はCOVID-19を考慮して、
個人の安全を益々優先するように
なっています。企業が安全対策を
あまり厳格に講じていない際に起
きるものであり、この結果、信頼
感が低下します。

購入のしやすさが経済に
影響を与えます。

多くの小売業者にとって
デジタルは最も利益の少
ないチャンネルであるた
め、デジタルへの逃避は
小売業者に多大な経済的
影響を与えるでしょう。

© 2021 KPMG FAS Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent 
member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



3    KPMG Insight Vol.47

Focus  ：  コロナ禍において小売企業が獲得すべき機能とは　－  コロナ禍における消費者意識のトレンド調査より －

はCOVID-19により経済的影響を受けて
いると答えています。また、消費者の63％
が、商品購入の際に「価格」を重要な要素
と考えています。このCOVID-19による影響
は長引くことが予想されていることから、将
来における不安を感じ、今後、貯蓄に回
したいと考えている消費者が44％いること
も重要なポイントです。

3. 消費支出の減少率は22％

日本の消費者の44％が、このコロナ禍
の状況が1年以上続くと考えています。ま
た、今後 6～12ヵ月にわたり消費支出は
22％減少することが調査結果から予想さ
れます。特に奢侈品に対する消費は、コロ
ナ禍発生前と比べると34％減少すると予
想されます。

4. 食料品の購入金額は増えるが、購入
頻度は大きく低下

消費者は店舗や屋外施設を利用する
にあたり、個人の安全に対する安心感を
企業に強く求めています。たとえば、食料
品の購入金額はコロナ禍発生前より11％
増加している一方で、購入頻度は17％低
下するなど、外出先をより慎重に選び、ま
とめ買いを行っている傾向にあることがう
かがえます（図表3参照）。

Ⅲ

小売業としての信頼を 
取り戻す

1. 小売業に対する信頼が 

損なわれている

小売、特に食料品小売業は高い信頼
感が消費者にありました。しかしながら、こ
のコロナ禍の環境下において、時間の経
過とともにその信頼感は損なわれてきてい
ることが調査から明らかになっています。こ
れは日本でも同様です。
しかし、これは企業が何かを行った結

果として信頼を失ったわけではありません。
消費者が購買行動において店舗への訪問
を忌避し、従業員と直接的に応対するこ
とに不安を感じているからです。したがって、
企業は消費者のその気持ちに寄り添い、
信頼を獲得するための活動を行う必要が
あります（図表4参照）。

2. オンラインは消費者の不安を 

払しょくする手段

経済産業省の調査データによると、国
内のオンライン小売市場は 2019年時点
で19兆 3,609億円と、すでに世界第 4位
の規模となっています。つまり、オンライン
市場はもはや誰もが認める成長チャネル
なのです。それと同時に、消費者の新たな
期待に応えるための重要な手段にもなっ

ています。
小売企業にとってオンラインでの販売

手段は、リアルチャネルで店舗を敬遠す
る消費者の再獲得という点で非常に有用
です。だからこそ、安心・安全を求めてオン
ラインでの購買にシフトしてきた消費者に、
自社の安心・安全をあらゆる手段で訴えな
ければなりません。こうした活動は、ニュー
リアリティの時代において自社の信頼を
取り戻し、ロイヤルティを高めるためには
必要なことだと考えます（図表5参照）。

3. 実店舗での信頼・安全を取り戻すた
めに

消費者は、いずれは実店舗に来店する
ようになるでしょう。しかし、それはあくまで
も個人の安全に対する懸念が軽減され

図表3

COVID-19 の感染拡大前に比
べ、経済的に安定している消
費者は支出が増える（16%）こ
とを見込んでおり、また経済
的に困窮している顧客も支出
が増えることが予想されます
（8%増）

%は支出動向（COVID-19前と比較して、支出増―支出減）を表しています。
1カ月の支出について、COVID-19の感染拡大前と比較した場合、今後6-12ヵ月でどのように変化すると思
いますか。

出典：「消費と新しい現実」、KPMGインターナショナル（2020年8月）

%は買い物頻度の動向（COVID-19前と比較して、買い物頻度増―買い物頻度減）を表しています。
COVID-19の感染拡大前に比べて、食料品を購入する頻度はどのように変化しましたか（増加、減少、変
わらない）。

出典：「消費と新しい現実」、KPMGインターナショナル（2020年8月）

今後6～12ヵ月  COVID-19
感染拡大前

現在
  COVID-19
感染拡大前

自宅で過ごす消費者が増えたことに伴い、食料品への支出増加が見込まれています…

支出

+1 1%

経済的に困窮している消費
者は、買い物頻度が低下して
います（19%減）。

頻度

–17%

… ただし、買い物の頻度はCOVID-19の感染拡大前よりも低下しています
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る場合に限られます。したがって小売企業
は、自社の実店舗において顧客と接する
機会を最小限にし、感染リスクを可能な
限り減らし安全性を高める努力を行わな
ければなりません。バスケットやトレイの消
毒はもちろんのこと、店内のさまざまな什器
や商品を顧客がむやみに接触しないような
取組み、キャッシュレス決済やセルフレジ
EC小売企業や大手スーパーが試験的に
導入しているスマートカートの導入、無人
店舗など、感染リスクを減らすあらゆる手
段の実行が求められるのです。これまで、
これらの手段は、安全性よりも顧客デー
タの収集によるパーソナライズされた販促
活動による効果に着目されてきました。し
かし、顧客の実店舗に求める安全という
重要な要望を応える1つの有効な手段に
もなり得ます。今後、多くの小売企業が積
極的に採用を検討するべきと考えます（図
表6参照）。

4. 地域経済への貢献もまた、 
安心安全の提供につながる

これまで価格は、消費者が小売業に求
める重要な要素でした。デフレ経済のな
か、スーパーを始めとする多くの小売企業
はいかに競合他社よりも商品を安く提供
するかに注力してきたように思います。
コロナ禍においても、多くの顧客は価格

を小売企業に期待する重要な要素です。
その一方で、調査結果からは、地域コミュ
ニティを支えたいという強い思いと地元の
商品が高品質で安全であるという消費者
の意識が、このCOVID-19を契機に一段と
高まっていることが明らかとなりました。消
費者は、このコロナ禍において生じる企業
の衛生関連のコスト状況に対しては非常
に無関心であり、それによる販売価格の上
昇は決して許さないといわれています。一
方で、地域コミュニティ全体での安心・安
全に対するコストとしての商品価格の上昇
については寛容な理解を示しています。こ
の結果は、大手小売業が地域のサプライ
ヤーと提携、または世界的ブランドがブラ

図表4

%は信頼度（COVID-19前と比較して、信頼度増―信頼度減）を表しています。COVID-19の感染拡大前と比
較して、現在、企業をどの程度信頼していますか。
出典：「消費と新しい現実」、KPMGインターナショナル（2020年 8月）

信頼は、消費者が考える価値と同じ価値を小売業者が示すことによって生まれます。消費
者は小売業者に対して、消費者の安全をこれまで以上に重視することを期待しています。

食料品と非食料品の小売業は信頼感が低下しています。顧客の多くが以前と比較すると
信頼感は低いと回答しています。

2020年8月
セクターへの信頼感は
COVID-19前よりも高い

セクターへの信頼感は
COVID-19前よりも低い

2020年5月

非食料品

+8%

+3%

-2%

-5%
食料品

図表5

COVID-19の流行期間中に小売に関する買い物習慣はどのように変化しましたか?   
出典：「消費と新しい現実」、KPMGインターナショナル（2020年8月）

個人の安全やチャネルの便利さを求める気持ちが、オンラインチャネルの利用につな
がっています。食料品については、経済的に困窮している消費者も安全を重視しています
（50%）。

小売ではウェブサイトチャネルの利用が増加している一方、大型店舗の利用は大幅に減
少しています。 +35 %

26 % 27 % 30 % 50 %

38 % 44 % 44 % 56 %

+21%+24 %
+14 %

–39 %

–23 %

オンライン
ショッピング

サービス
（Amazon など）

欲しいものを
見つけやすい

支払が
簡単

プロセスの
早さ

安全／人との
接触が不要

商品を
比較しやすい

柔軟な
配送オプション

安全／人との
接触が不要

欲しいものを
見つけやすい

食料品用
その他の

オンラインショップ

大手小売業者の
ウェブサイト

大型スーパー／店舗

非食料品食料品

非食料品

食料品
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ンドをローカライズし、その国・地域との
密接な関係を構築していくことが、企業と
しての収益性の確保のみならず、安全に関
する消費者とのつながりを強化し、よりロ
イヤルティを高めることにもつながることを
十分に理解していることに他なりません。

Ⅳ

小売企業が今後考えるべき 
こと

ここまで、KPMGが消費者パルスサーベ
イから得られたコロナ禍における消費者
の購買意識の変化を見てきました。この
結果を鑑み、依然厳しい状況のなかでの
小売企業が取るべき方策について考察し
てみましょう。

1. オンラインで地域と消費者を繋げる

実は、この現在の状況は、これまでの小
売企業が直面していた危機、つまりeコマー
スの進展によりリアルでの売上がオンライ
ンにより浸食されている状況に拍車をか
けたにすぎません。すでにeコマースの小売
売上高は、2010年から2024年の間にグ
ローバルベースでCAGR17％の成長が予
想されています。そして、これは日本でも同
様の成長が予想されています。
この成長率は、次に成長が期待され

ているディスカウント企業の売上成長率
（CAGR 3.4％）と比べても非常に高い成
長速度です。また、小売市場におけるEC

化率は、COVID-19発生前の2019年時点
ですでに国内で6.8％、グローバルで16％
のシェアを占めるまでになっています（図表
7参照）。
内外一体の経済成長戦略構築にかか

る国際経済調査事業（電子商取引に関す
る市場調査）報告書繰り返しになりますが、
COVID-19は、この小売市場におけるオン
ライン化の流れを加速させたにすぎません。
しかし、その結果として、2020年は巣ごも
り消費や店員との接触を避けた買い物需
要の増加により、これまで店舗での購入、

消費が主流だった食品や医薬品、カフェ
やディナーなどのEC化率は急激に増加し
ました。そのような状況において、ECによ
る売上獲得が実現できている企業はどの
程度あるでしょうか？　小売企業は全国
で約112万。そのうち大企業が1万企業で
あるのに対して、中小企業は約111万です。
その中小企業の多くが、自らのウェブサイ
トもしくはオンライン販売のプラットフォー
ムを介した販売活動が十分にできていな
い状況にあります。
先のパルスサーベイの結果が示すとお

り、オンラインでの消費者とのコミュニケー
ションは自社の売上向上に寄与するだけ
でなく、自社の安心・安全に対する取組み
を消費者に訴求し、リアルチャネルでの
販売減少を食い止める重要な手段となっ
ています。加えて、ある程度の規模の小売
企業にとっては、地域の中小企業、特に
オンラインの取組みに困難を感じている
企業と消費者を結びつける役割を担うこ
とで、地域全体の消費活動を活性化する
とともに、地域全体の安心、安全に寄与
することにもなります。これは、単に社会的

図表6

35% 36%

大型店舗へ行く動機となる要素は何ですか。

かつてのような頻度でスーパーや大型小売店に行きたいと思いますか。
「はい」と回答した消費者は、できるだけ早く戻ろうとします。 

出典：「消費と新しい現実」、KPMGインターナショナル（2020年8月）

顧客がまた行きたいという気持ちになるには、顧客が期待する安全対策を小売業者が講
じていることを示す目に見える形の証拠が必要です。

スーパーや大型店舗がどのような対策を実施していれば、近い将来また来店したいと思いますか。  
出典：「消費と新しい現実」、KPMGインターナショナル（2020年8月）
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のみです。消費者の信頼を構築するためにすべきことは、まだ多く存在します。
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貢献という位置づけだけではありません。
地域貢献により自社のブランド価値を高
め、結果として売上向上につながるのでは
ないかと推測します。Amazon、楽天市場、

Uber Eats 、出前館などといった全国レベ
ルで行っているECプラットフォーマーは、
地域を問わず全国の中小企業のなかで�逸
品�といわれる商品を生産・製造している企

業を探し出し、自社のオンラインチャネル
で販売を行うことで高い評価を得ていま
す。一方で、これまでリアル店舗での販売
が主流であった中堅以上の小売企業は、
自社製品のオンライン販売での拡充に傾
注している状況であり、消費者に十分に
浸透しているとはいえません。自社製品の
販売だけにこだわらず、小売企業が地域の
小売企業のプラットフォーマーとして自社
のオンラインプラットフォームの利活用を
目指すことは、大手EC企業との差別化と
いう意味でも有用なのではないでしょうか。

2. 自社の強みを理解したオンラインの
利活用

一口に小売企業といっても、単一の商
品カテゴリ―に特化した企業、大手GMS

やSC企業、外食チェーン企業などさまざ
まな業態があります。また、商圏も全国展
開、地域内もしくは地域ごとの特色を活
かしたセールス・マーケティングなど、経営
方針も多種多様です。したがって、各企業
の特徴に合わせたオンラインの活用を行
わなければ、効果的な売上向上は望めま 

せん。
すべての小売企業は自らのオンラインプ

ラットフォームでのビジネスを行う際、グ
ローバルEC企業をはじめとした大手プラッ
トフォーマーとの競争にさらされます。現時
点で既存のプレーヤーがすでに大きな市場
シェアを獲得しているなか、小売企業が今
後ECサイトで確実に売上を獲得するため
には、大きく3つの方向性でビジネス戦略
を検討してく必要があります（図表8参照）。

3. プラットフォームエコシステムへの 

参加・構築

小売企業がオンラインでの売上獲得を
目指す方法の1つ目は、前述の大手企業
によるECプラットフォームに参加し、一サ
プライヤーとしての機能を果たすことです。
これは、ある意味、自社ブランドでの販売
をあきらめということもでもあります。そのか

図表7 リアル小売 vs. オンライン小売（グローバル）

リアル小売 オンライン小売（グローバル）
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Source: Euromonitor, accessed 19 November 2020 出典：経済産業省 令和元年度
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図表8

EC 市場規模（左目盛） 物販系 EC（右目盛）

出典：令和元年度　内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業
（電子商取引に関する市場調査）報告書」（経済産業省）
https://www.meti.go.jp/press/2020/07/20200722003/20200722003.html　を加工して作成　

220,000

200,000

180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

7,00%

6,00%

5,00%

4,00%

3,00%

2,00%

1,00%

0,00%
2010年

77,880

2.84%

2011年

84,590

3.17%

2012年

95,130

3.40%

2013年

111,660

3.85%

2014

127,970

4.37%

2015年

137,746

4.75%

2016年

151,358

5.43%

2017年

165,054

5.79%

2018年

179,845

6.22%

2019年

193,609

6.76%

© 2021 KPMG FAS Co., Ltd., a company established under the Japan Companies Act and a member firm of the KPMG global organization of independent 
member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



7    KPMG Insight Vol.47

Focus  ：  コロナ禍において小売企業が獲得すべき機能とは　－  コロナ禍における消費者意識のトレンド調査より －

わりに、大手企業のECサイトのブランド
力とオンラインショップの運営にかかる顧
客管理、決済、配送といったさまざまなイ
ンフラを利用することが可能となり、非常
に低コストでオンラインチャネルを獲得す
ることができます。ただし、プラットフォー
マーへ販売手数料の支払いも発生します
ので、収益的には劣後します。また、同一
のプラットフォーム上で同様の商材を扱
う小売企業が数多く存在するため、他社
が取り揃えていない商品の獲得や魅力的
な自社開発商品がない場合、確実な売上
増加は期待できないというデメリットもあ
ります。
一方、自社がプラットフォーマーを目指

すならば、既存のプラットフォーマーとの
差別化を図る必要があります。その方法
の1つが、前述の自社商圏地域の中核企
業となることです。地域内の中小小売企業
を自社プラットフォームに参加させ、商圏
内の消費者を自社プラットフォームに呼
び込む取組みを目指す。これも非常に有
用な施策として考えられます。

4. OMOによる質の高い購買体験の 

提供

2つ目の方法としては、自社のリアルチャ
ネルとオンラインとの垣根をなくし、両チャ
ネルを連携させたOMOの取組みを積極
的に行っていくことが挙げられます。

OMOの取組みとしては、たとえばオンラ
インで購入した商品を店舗で受け取れる
「店舗受取」、実店舗にて商品のQRコー
ドを読み取ることで、自社サイト上での商
品の詳細情報の閲覧やいつでも購入でき
るようにするためのマイページへのタグ付け、
顧客がリアル店舗での商品購入時に顧
客 IDを提示することでのオンライン・オフ
ライン双方での購買履歴管理などがあり
ます。これら取組みにより、可能な限りオ
ンラインとオフラインの垣根を外した購
買体験の提供を目指します。
消費者を自社サイトに取り込み、自社

のOMO施策を顧客に体験してもらうため

には、いかに顧客が容易に自社サイトへ
アクセスできるかが重要となります。そのた
めには、小売企業の多くが導入しているポ
イントカードの電子化やスマホアプリの開
発などデジタル化への投資は必要不可欠
です。また、顧客にとって違和感なくオン
ラインとオフラインを往来してもうために
も、店舗のフォーマットに準じたオンライ
ンショップの作成が求められます。

5. カテゴリスペシャリストへの転換

競合他社にない品揃えや従業員の商品
知識の高さが自社の競争優位性となって
いる小売企業の場合、オンラインでの販
売活動はその強みをさらに活かすことがで
きます。
たとえば、自社の特徴が他社とは異な

る品揃えにあるのでしたら、その強化はオ
ンラインサイトならば容易です。なぜなら
ば、リアル店舗と違い、商品陳列の場所
など物理的な制約条件がオンラインには
ないからです。また、従業員の商品知識を
ナレッジデートとしてデジタル化し、顧客
からの質問に対しAIチャットボットで対応
できる仕組みを構築すれば、より多くの顧
客からの質問に応対することが可能となり
ます。
これらは、ロイヤルティの高い顧客を永

続的に囲い込むことのできる強力なケイパ
ビリティでもあることから、この顧客基盤
を活用した新たな商品・サービスの提供
を試験的にオンラインで行い、それを拡
大させることで新たなビジネスチャンスにも
なり得るでしょう（図表9参照）。

Ⅴ

これからの小売業が持つべき
8つのケイパビリティ

ここまでは、コロナ禍における売上の向
上、加えてリアル店舗に対する顧客と地
域の安心安全を訴求する有用な手段とし
てのオンラインの利活用を行うにあたって
の考え方について、コロナ禍における消費
者の購買意思のトレンドに基づき紹介し
てきました。
最後に、今後小売業がこれらオンライ

ンの利活用を行うにあたって必要となる8

つのケイパビリティについて説明します。こ
れらのケイパビリティの重要度は、先に説
明した3つのビジネスモデルによっても異
なります。また、それぞれのケイパビリティ
は自社で一から構築することも、そのケイ
パビリティに特化した企業との提携によっ
ても獲得することが可能です。

1.  顧客インサイト導出に基づいた戦略
的アクションを遂行する機能

オンライン、オフラインの双方から得られ
る顧客データを統合的に管理し、デー
タの整合性、プライバシーおよびセキュリ
ティへの対処を行いつつ、多角的に顧客
と製品の購買傾向を分析する。それぞれ
のチャネルでの最適な顧客購買体験を
提供する分析主導型の企業文化を育む
機能。

図表9
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2.  イノベーティブな商品・サービスを 
開発・調達する機能

最もロイヤルティが高く、収益性の高い
顧客に着目し、彼らにとって最も付加価
値が高く、他社との差別化を図った商品・
サービスを開発、調達する機能。

3.  顧客中心の購買体験をデザインする
機能

オフラインチャネルとオンラインチャネル
をシームレスに統合し、常に進化する顧
客の期待に適応する購買体験をデザイ
ンすることで、顧客のエンゲージメント、
満足度、ロイヤルティを促進させる機能。

4.  デザインした顧客の購買体験を忠実
に具現化する店舗設計およびオンラ
インショップの設計機能

デザインされた購買体験に基づき、オフ
ラインにおける店舗と、オンラインにおけ
るショップページとを統合的に設計する
機能。

5.  応答性の高いサプライチェーン業務
遂行機能

オンラインとオフライン双方の需要を統
合的に分析・予測し、在庫ロスや機会損
失の極小化に寄与する需給計画、在庫
計画の策定および業務遂行機能。

6.  顧客指向経営に基づき行動規範が形
成された調整機能

トップの経営方針が現場に迅速に落と
し込まれ、顧客指向の判断が現場まで
徹底されるとともに、重要な業績パフォー
マンス指標として評価されるよう設計さ
れた組織機能。

7.  先進的なデジタル施策に適切に対応
可能なテクノロジーアーキテクチャ

オフラインとオンラインによるシームレス
な顧客体験を提供でき、従業員に対して
も適切なデジタルツールの提供が可能
な全社的なIT基盤。

8.  ステークホルダーとの強力なパート
ナーシップとアライアンスエコシス
テム

サードパーティの効果的な活用により、
新しい市場や顧客へのアクセス、商品・
サービスの市場投入までの時間短縮、コ
スト削減を行い、現行機能とのギャップ
を補える対応力。

これらのケイパビリティを意識的に獲得
しているか否かで、コロナ禍におけるビジネ
スモデルの変革の成功可能性は2倍の違
いがあるという調査結果が、KPMGの分析
により明らかになっています（図表10参照）。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGジャパン　
消費財・小売セクター
伊藤勇次／統括パートナー

 yuji.ito@jp.kpmg.com

関連情報

消費財・小売業コンテンツ 

ウェブサイトでは、インダストリーに関する情報を
紹介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/industries/
consumer-retail.html

図表10

*Note: (a) Base: 1,299 professionals involved with 
  customer-centric strategy decisions.

Source: A commissioned study conducted  
  by Forrester Consulting on behalf of KPMG, 
  September 2018.
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